





















底講習会(文部省主催)， / 5 9年から 3年計画の小@中学校教育課程研究協議会(文部省主
催)のいわゆる!伝達講習会」が開催された。そして， / 6 0年には管理職研鯵講座が新設さ





れ， (2) 16 5年には都道府県教育研修センター設置費補助金が新たに加えられ，研修の場，機
会の拡充がなされることになっ、たO
このようにして， 6 0年代半ばには，研修施策@行政の基盤がほぼ成立していったと考えら








建設され，長期宿泊研修が可能となり，さらに， I 7 7年には教職経験者研修(新採後5年経









































これは上記の I7 0年度の財政補助以来，全国レベルでなされていた研修=1一般研修」 に加え




信]から 10日間になり，あわせて 20 Bt誌の研修となった。 (6) 当初この「授業研修 jの対象は，
小@中学校の新規採用教員全員であったが，I 7 8年度より高等学校，特殊教育諸学校，幼稚厨
(公@私立)の新規採用教員にも拡大され，それぞれ 10日間， 1 0日間， 6日間の「授業研修」
が加えられることになったのである。























を重点とした研修を行う J(9)， r特・に 3 現場経験が不足している新任教員全員に対して，教育
指導力の向上を図るための授業研修を充実しもって，父母から信頼される教員の育成に努め
ることとしている」 仰 というものであった。ここでは 170年度の施策においては教員と
しての自覚や実務能力の不足に対して一般研修が予定されていたのに対し，新採用教員の授業


















だけでなく，養成，採用，研諺の全過程でなされるという考え方が， I 7 0年ごろから行政当
局のなかにみられるようになったc 新採用教員に対する研修施策の開始(I 7 0年) とその拡


































f一般研修 J~こ加え「授業研修 j とし、う教育の内容にかかわる研修を行政主導により制度化し，
その長期化を図ろうとするなど，新採用教員研修の実施とその拡大の傾向のなかに p 試補制度や
試補的研修の実施を予定しているのではないかとし、う危険性もある。教育職員養成審議会建議
( / 6 2年)，中央教育審議会答申 ( I 7 1年)，教育職員養成審議会建議 ( I 7 2年)，さら
にこのたびの中央教育審議会答申 r:教員の資質能力の向上について J( / 7 8年)で試補制度ま
-28-
たは試補的研修が打ち出されており，その過程で新採用教員に対する研修施策が展開されてい
ることを思えばs 前述のような危険性は単なる杷憂であるともいわれないであろう o(l4) 
















































教育職員養成審議会建議「教員養成制度の改善について J( 1 962年)においての試福制
度の提案は，教員養成を目的とする大学の卒業者およびそれに準じた教員課程を履習した一般
大学卒業者に試補の免許状を授与し， I採用後一年の試補期間を経たうえで実地の成績等につ














するために J， I徹底した実地修練 Jを行なう機会とみなされているのであるO
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(1) 昭和 35 年~ 4 2年( 1 9 6 0年"-67年)の補助金の推移
中央研究団体 地方研究団体
年度 補助金総額
均1毘補助体金平 1団体平団体数 補助金 団体数 補助金 均補助金
千円 千円 干Pl 子pl 千円
35 1 3，6 85 30 3，000 100 51 0 1 0，685 2 1 
36 1 4，97 0 40 4，500 1 1 ] 51 7 1 0，4 7 0 20 
37 1 3，6 91 34 4，300 1 22 633 9，391 1 5 
38 48，680 44 8，480 193 686 40，200 59 
39 1 04，8 50 59 27，800 471 448 77，050 172 
40 135，427 63 37，620 597 388 97，807 252 
4 1 1 66，1 50 69 4 7，4 4 5 688 386 1 1 8，7 0 5 308 
4 2 1 95，4 50 73 7 4，203 1，0 1 6 389 1 21，24 7 3 1 1 
(鈴木英市「教育研究団体の活動状況とその発展傾向 J，Ii文部時報j) 1967.12 P49) 
(2) 例えば，文部省初中局「教職員研究の強化 J( Ii文部時報J) 1 961 ，りでは，研究費補
劫のねらいを，民間における中正穏健な教育研究こそが教職員の資質を向上させるから，教
育界に真塾な教育研究の気風を醸成することだ，としている。さらに，内藤誉三郎「初等中





報j)1962，10)，今村武俊「職能団体と職員団体 J( Ii教育委員会月報J)， 1963.2)
等にみられるO
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L 教育法規 61 L 講義@講演 61 1.県教委関係 61 1.文部省関係 10
2 教育思潮 37 
3 人間関係 41 2 ゼミナ一方式 28 2.大学関係 26 2.大学関係 17
4 教育行財政 26 
5. 各種軍営上の諸九噛 32 3. 事例研究 48 3 企業関係 22 3.国 研 4
6 一般教養，時事:fJ噂 36
7 校内研修 36 4. 視察@見学 35 4. 校 長 41 4.企業学校 4 
8 教育方法 54 
9 学年，学級教育目標 37 5. 座談会@読書 36 5. 当該研究所関係 28 5.教育評論家 5 
10 生徒指導 59 
11.学習指導 57 6. 研究協議方式54 6. そ の 他 39 6 そ の他 8
12教育相談 31 
13進路指導 29 7 宿泊研究 27
14.学校行事 27 
1 5.教室環境 27 
16 そ 。') 他 34 
」ーーーー
(内外教育「各都道府県の教職員研修の実態 J， 1970年 10月 16日付)
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4.会議費 5.印居臨本費 6.消耗品費 7.通信運搬費
8.パス借上料
※ 別紙カリキュラム表(案の 1) 
新採教員研修事業一一授業研修カリキュラム表(案の 1) 
日 研修会名称 研 修 内 廿H 円






















授業実 習 フー一一てr 学習のまとめ，評価のあり方
7 
授業研究 上記テーマの研究協議






ま と め 研修の総まとめ，反省、，評価， レポート提出
(カリキュラム表のうち，研修内容のみを抜すい，作成)















(9) lf'文部時報j) 1976.11 P76 
(10) lf'教育委員会月報j) 1977.9 P58 
(11) 東京都教組青年部「青年教職員の生活君、識調査 J( 1 9 79年)によれば， i教員力量を高め
るのに何をするかJの質問に次のような研修形態を希望してしも。(陥6回定期試会動品報告書』
1979年)
① 20~23歳 l位職場教研 2位 個人研諺 3位サークノレ参加
4位組合の教研集会など 5位官製研修
② 24~26議 l位職場教研 2位個人研修 3位組合の教研集会など，
4位 サークル参加 5位官製研修
③ 2 7~ 3 0歳 ②と同様の結果
凶 新規採用教員研修事業について，日教組が要求したものについて文部省が回答したもの
( 1 9 7 7年3月18日メモ)。
ω 前述(6)の資料より
(14) 教員の資質と能力は「その養成，採用，研修，再教育の過程を通じてしだいに形成させる」
( / 7 1年，中教審答申)，この意味で，試補的研修が強調され，養成，採用，研修，再教
育の全過程に対する施策が強調されるに至った，との指摘がある。(高謁書，W教員養成j]P510)
ω 日本教育学会@大学制度研究委員会 教員養成制度小委員会「教員養付制度の諸問題J
( lf'教育学研究j] 1964.12) 
同山田 昇 「教員採用における、試補制度 N の問題 J( W教育j] 1971.1) 
仕7) 前掲書『教員養成』 東大出版会 P555 
(18) 小島 弘道 「教員研修における新任期研修の特性に関する研究」
















講亜 日本の学力 1 5. W学校経営j](日本標準， 1 9 7 9年)所収
? ーっ
?
